
【令和５年第４回定例会 一般質問全文】

５ 佐 藤 英 行 議 員

１ 木田金次郎美術館開館３０年と通年開館

について

２ 岩宇・南後志地区沖の洋上風力発電の動

向について

３ 特定（高レベル）放射性廃棄物最終処分

場に関する文献調査に伴う電源立地地域

対策交付金について

１ 木田金次郎美術館開館３０年と通年開館について

１９８４年、木田金次郎夫人、文子氏から岩内町へ木田の作品の寄贈が行われ、

美術館創設の要請が行われました。１９８７年に森嶋敏行氏を世話人代表として

町民有志２５人によって、木田金次郎美術館を考える会が発足。精力的に活動し、

１９９１年木田文子氏が亡くなり、開かずの間とされていたアトリエで木田の作

品が明かされるのを機に、一気に美術館建設の機運が高まった。１９９４年に木

田金次郎美術館が官立民営の運営方式で開館した。

木田金次郎美術館は来年、木田文子氏から創設を要請されてから４０年、開館

から３０年を迎える。

これまで、様々な角度から木田を捉える企画展示を年２回実施し、木田作品の

保存・展示はもとより、岩内の生活に根ざした美術文化の発展と普及のコンセプ

トのもと、絵画教室の開設と教室参加者の作品展、岩内美術協会の春秋展、中高

美術部の作品展などを実施してきた。また、町内の商店の協力を得て、まちなか

美術館、本年度は高校美術部の作品の常設を実施してきた。特筆すべきは、毎年

行われている、ふるさとこども美術展は２９回目を迎え、２０２４年２月２３日

から３月１０日開催となっている。

１、開館３０年を迎えるにあたり、どのような記念企画を計画しているのか。

２、美術館が１２月から３月の４か月の閉館中に、臨時開館して行われる、ふ

るさとこども美術展を考えると美術館の通年開館が必要とされ、また、岩内町の

歴史や観光面からも通年開館することにより、新たな展開が期待される。条例改

定して通年開館をすべきではないのか。



【答 弁】

教 育 長：

１項めは、開館３０年を迎えるにあたり、どのような記念企画を計画してい

るのかについてであります。

木田金次郎美術館は、生涯、岩内の自然を描き続けた孤高の画家、木田金次

郎の作品を中心とした岩内美術文化の普及と継承を図り、地域の文化と教育の

振興に資するための施設として、平成６年１１月３日に開館し、来年は開館３

０周年を迎えます。

活動の核となる収蔵作品は、開館当時９１点の油彩作品でスタートしました

が、木田金次郎作品の寄贈や寄託を少しずつ受けることで、開館２９年目を迎

える現時点で、１７９点と、ほぼ倍増するまでに充実し、これに伴い、新たな

木田金次郎に関する知見が蓄積され、企画展のテーマとして紹介することにつ

ながっているほか、木田の存在が現在も絵を描く人や観る人が多い、絵の町の

源流となっていることから、木田金次郎美術館の活動が、岩内美術文化の普及

と継承に努める活動にもつながっているものと認識しております。

令和６年度の開館３０周年記念事業といたしましては、開館時から倍増した

収蔵作品に、借用作品を加えて開催する特別展示として、岩内大火から７０年

の節目の年であることから、前編大火前と、後編大火後に分けて、出品作品１

００点を超える最大規模の特別展示を開催するほか、木田と共に町民に広く親

しまれた農民画家、佐藤栄次郎展や、岩内高校美術部出身若手作家の３人展、

イベント関係では、当館ゆかりの演奏家によるアニバーサリーコンサートや、

記念講演会の開催、特別ナイトオープンなどを予定しており、絵の町・岩内を

共に作り上げた町民の皆様、全国各地から木田金次郎美術館を訪れる方と共に、

節目の年を実感いただけるような事業を開催してまいります。

２項めは、条例改正をして通年開館をすべきではないのかについてでありま

す。

教育委員会といたしましては、現体制においても、ふるさとこども美術展を

開催していること、また冬期休館に至った入館者の状況に大きな変化がないこ

とから、現時点においては、通年開館については、考えていないところであり

ます。

しかしながら、現在、町において岩内町立地適正化計画や産業振興プランの

策定が進められており、それらを踏まえた中で、美術館の通年開館については

検討されていくものと考えております。



＜ 再 質 問 ＞

１９５４年岩内大火から７０年と、木田金次郎作品の大火前と大火後の特別展

を計画とのことであるが、大変期待するものであります。岩内大火でこれまで描

き続けてきた全作品を焼失し、焼け跡にたたずむ自失茫然とした木田金次郎の姿

が写真で残されています。市街の８割を焼き尽くす被害をもたらしました。しか

しながら、岩内町は復興に向けて、また木田金次郎は絵筆を再び取り画業にと、

不死鳥が如く復活しました。この大火を発端とし、水上勉は小説飢餓海峡を著し

ました。後年水上勉のご子息が長野県で無言館美術館を運営している窪島誠一郎

氏であることが分かりました。窪島氏は木田金次郎美術館設立時、アドバイザー

的存在でありました。岩内大火７０年と美術館３０年は美術館事業という範囲で

はなく、郷土館、または岩内町での記念企画があれば全体でコラボした企画展と

の位置づけで進めてはどうか。

平成１８年の新行政改革大綱によって平成１９年冬季休館へと条例が改定され

ました。冬季４か月をＮＰＯ法人岩内美術振興協会が自主財源で運営してきまし

たが限界がきて、現在条例どおりの運営となっています。岩内町の自然、歴史、

文化、食などの岩内町のこれからを見据えた場合、木田金次郎美術館は中核的施

設となっている。開館３０年を機に通年開館へ当初のように戻すべきであると考

える。冬季休館に至った入館者の状況に大きな変化がないというが、いつといつ

を比較しての変化か。町において岩内町立地適正化計画、産業振興プラン策定を

踏まえて通年開館の検討とあるがいつ検討されるのか。



【答 弁】

教 育 長：

１項めは、岩内大火７０年と美術館３０年は、美術館事業という範囲ではな

く、郷土館、また岩内町での記念企画があれば、全体でコラボした企画展との

位置付けで進めてはどうかについてであります。

記念事業につきましては、町長部局及び郷土館と連携する中で事業の展開を

検討してまいります。

２項めは、冬季休館に至った入館者の状況に大きな変化がないというが、い

つといつを比較しての変化かと、町において岩内町立地適正化計画、産業振興

プランの策定を踏まえて、通年開館の検討とあるがいつ検討されるのかについ

てであります。

入館者の比較につきましては、平成２０年度からは実質入館者数は１万人を

下回っており、現在は企画展の入館者も含め約６千人程度となっております。

次に、岩内町立地適正化計画及び産業振興プランについては、令和６年度中

に策定されると伺っており、策定の経過を踏まえて、通年開館について検討さ

れていくものと考えております。



２ 岩宇・南後志地区沖の洋上風力発電の動向について

経済産業省と国土交通省は５月１２日、岩宇・南後志地区沖での洋上風力発電

をこれまでの準備区域から整備に向け関係者が具体的な検討に入る次段階の有望

な区域へ、他の道内４区域と共に選定をした。経済産業省の試算では、岩宇・南

後志地区沖は７０．５万キロワットとされている。再生可能エネルギーとしての

洋上風力は、陸上より風が強く、効率よく発電ができるとされている。

しかしながら、風力発電、特に陸上風力発電に関しては、電磁波の影響、景観、

自然破壊等の観点から住民からの反対も多く、導入の反対を表明する自治体も出

てきている。洋上風力発電についても漁業への影響、景観への懸念、バードスト

ライクの問題、また電磁波による人体への影響、等々の課題が上がっている。

経済産業省と国土交通省は１０月３日、洋上風力発電のうち、海底に固定する

着床式ではなく海に浮かべる浮体式の整備に向けた準備区域に、岩宇・南後志地

区沖、島牧沖を選定した。岩宇・南後志地区沖の有望な区域となっているのは着

床式であるので、これまでと異なった進め方となることが予想される。

１、これまで岩宇・南後志地区洋上風力発電導入推進組合が行ってきた経過と

内容は。

２、浮体式準備区域とされたことにおける今後の進め方は。

３、洋上風力発電を行うことによるデメリット、懸念されることの住民説明会

はいつの段階でなされるのか。



【答 弁】

町 長：

１項めは、岩宇・南後志地区洋上風力発電導入推進組合が行ってきた経過と

内容についてであります。

岩宇・南後志地区洋上風力発電導入推進組合については、当町を含む、寿都

町、神恵内村、泊村、共和町、蘭越町の６町村、及び古宇郡、岩内郡、寿都町

の３漁協で構成され、令和４年４月２８日に設立会議を開催し、組合規約につ

いて、組合長の互選について、副組合長、監事及び事務局長の選出について、

セミ・セントラル募集要項等について協議しております。

また、令和４年６月から令和５年８月にかけて、計５回の幹事会が開催され

ており、有望区域の指定に向けた国、道に対する情報提供や、国のセントラル

方式により実施される地盤調査や風況調査など各種調査への協力事項等につい

て協議をしております。

２項めは、浮体式準備区域とされたことにおける今後の進め方についてであ

ります。

本年１０月３日に、当海域が浮体式の整備に向けた既に一定の準備段階に進

んでいる区域に選定されたところであり、今後におきましては、これまで進め

られてきている着床式と同様に、利害関係者の特定や、系統確保、風況等の自

然的条件、航路・港湾との調整など、区域指定の基準に基づき各種調査が国に

おいて進められることから、組合といたしましても、引き続き、国に対し各種

調査に必要な情報提供等を行うことで調査実施に協力してまいります。

３項めは、洋上風力発電を行うことのデメリット、懸念されることの住民説

明会はいつの段階でなされるのかについてであります。

洋上風力発電を行うことによるデメリットにつきましては、一般的には、風

力発電設備からの音や生態系への影響、景観の変化などによる漁業や環境への

影響等が挙げられるところでありますが、発電設備の設置場所や規模等により、

その度合いも様々であると考えられます。

そのため、洋上風力発電の導入に当たっては、発電事業者において環境影響

評価法に定める環境アセスメントの実施による調査・予測・評価が義務づけら

れているところであり、その調査・予測・評価を受け、環境影響の回避、また

は低減措置及び代償措置を検討するものとされております。

また、住民説明会につきましては、現時点では開催予定はございませんが、

町といたしましては、今後、組合において様々な協議を重ね、各種調査等が行

われていく段階においては、組合が一定程度足並みを揃えた中で、住民の方々

へ説明する機会を設け、地域としての共通理解を深めていくことが重要と考え

ており、住民説明会の開催時期や、その方法等については、今後、組合の中で

協議されていくものと考えております。



３ 特定（高レベル）放射性廃棄物最終処分場に関する文献調査に

伴う電源立地地域対策交付金について

高レベル放射性廃棄物の最終処分場選定に向け、寿都町と神恵内村で国内初の

文献調査が始まり３年が経過した。当初、年内に報告書原案を提示、そして調査

報告を年明け以降に完成する見通しであったが、報告書案の審議開始時期を来年

２月中旬以降としたとの報道があった。

令和２年第３回定例会の私の一般質問、高レベル放射性廃棄物、核のゴミの最

終処分場選定の文献調査に応募する考えはに対し、現時点で文献調査の応募は考

えていないと町長は答弁している。

令和３年８月１１日開催の原子力発電所問題特別委員会において、寿都町が文

献調査を受けることにより交付される電源立地地域対策交付金について、令和３

年８月４日に寿都町から４町村に対し、制度を活用し地域振興に役立ててもらい

たいとの説明があり、岩内町ではこれまで同様に電源立地制度を活用していくと

した、との報告があった。国のほうから、担当者からはっきりと、これを交付し

てもらったからと言って、賛成だ反対だという、そういう意思を問うとか、今後

においてその意思を明確にしていただきたいとか、そういう紐付きのものではな

いんだ、そういう説明を明確にいただいておりますとの町長の発言がある。なお、

北海道、島牧村、黒松内町、蘭越町はこの交付金の受取を拒否している。

１、紐付きのものではないといった国からの担当者の言を記録しているのか。

電源立地地域対策交付金は、発電用施設周辺地域整備法及び同施行令によると、

発電用施設の設置及び運転の円滑化に資するために交付するものであるとある。

発電用施設とは、原子力発電関係では、原子力発電施設及び原子力発電に使用

される核燃料物質の再処理施設その他の原子力発電と密接な関連を有する施設と

されている。

また、原子力発電と密接な関連を有する施設として、核燃料サイクル関係で使

用済み核燃料の関係を中心に、発電用施設周辺地域整備法施行令において、１４

項目を挙げている。その中に特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律に規定す

る最終処分施設が規定されている。

電源立地地域対策交付金は、これらの施設の設置が行われ、または行われるこ

とが見込められる市町村等に交付されるとしている。

この交付金制度の趣旨からすると、発電用施設の設置を受け入れる意思がない

ことを表明しつつ、施設設置の可能性の調査のみを受け入れる場合、電源立地地

域対策交付金は交付することは適切ではないと読み取れる。

２、現時点で文献調査の応募は考えていない発言と、受け入れる意思がないこ

とを表明しつつ調査のみを受け入れる場合、電源立地地域対策交付金は交付する

ことが適切ではないとの見解を踏まえ、特定放射性廃棄物最終処分場に関する文

献調査に伴う電源立地地域対策交付金を当町が授受した内実はどのような理由な

のか。また、この交付金を受けたことに対して将来どのようなことが考えられる

のか。



【答 弁】

町 長：

１項めは、紐付きのものではないといった国からの担当者の言を記録してい

るのかについてであります。

特定放射性廃棄物最終処分場に関する文献調査に伴う電源立地地域対策交付

金の配分につきましては、令和３年８月４日、寿都町長の呼びかけにより、隣

接する島牧村、黒松内町、蘭越町、隣々接にあたる岩内町の４町村長の出席の

もと、打合せ会議が行われております。

会議では、寿都町長から文献調査に応募した主旨などが説明された後、同席

した経済産業省の担当者より電源立地地域対策交付金の配分に関する説明があ

り、その後の質疑において、出席した首長からは交付金の配分を受けた場合、

最終処分場の建設を了承したことにならないのかといった主旨の質問に対して、

経済産業省の担当者より、文献調査に対する交付金は賛否に関わらず配分され

る旨の説明がされたものであり、本町では、その会議における説明内容や発言

要旨等についてを担当者がメモとして記録しております。

２項めは、特定放射性廃棄物最終処分場に関する文献調査に伴う電源立地地

域対策交付金を当町が授受した内実はどのような理由からか、また、この交付

金を受けたことに対して将来どのようなことが考えられるかについてでありま

す。

電源立地地域対策交付金交付規則において、交付対象となる施設は、原子力

発電施設及び原子力発電密接関連施設と規定されており、特定放射性廃棄物最

終処分施設は、密接関連施設に該当し、交付対象とされております。

また、交付対象となる市町村については、施設の所在市町村、隣接市町村又

は隣々接市町村、また所在市町村の定義として、施設が設置されている又は設

置が見込まれる地点を区域内に含む市町村とされております。

この度の文献調査に伴う交付金については、設置が見込まれる市町村である

寿都町に対して配分され、隣々接である本町も交付対象となり、施設の設置と

設置が見込まれるとの間は、一連の流れのものではなく、区分されているもの

と捉えております。

そのため、施設設置の可能性の調査のみを受け入れる場合であっても、設置

が見込まれる場合に該当するものと認識しております。

このことから、町としては文献調査の受入れや施設の設置の賛否に関わらず、

交付金制度の趣旨に沿ってこの交付金を活用することは地域振興のため有用性

が高いものとして、交付金の配分を希望したところであります。

次に、交付金を受けたことに対して、将来にどのようなことが考えられるか

につきましては、寿都町での文献調査に伴う交付金として、本町は令和３年度

と令和４年度の２年間で各年度７千５百万円、合わせて１億５千万円の配分を

受け、これまでに基金への積立事業を実施し、各年度とも既に実績報告も終え、

交付金事業として完了しているところであります。

いずれにいたしましても、電源立地地域対策交付金制度によるこの交付金に

ついては、本町においてこれまでも活用してきた電源立地地域対策交付金と同

じ交付金制度によるものであり、交付金の制度上も地域振興を目的としたもの

であると認識しております。

したがいまして、今後も町の施策を推進するにあたっては、本町にとっては

町税などと同様に貴重な財源として、住民生活の安心・安全のため、また教育



・福祉・地域経済のために有効的に活用してまいりたいと考えており、交付金

を受けたことにより、今後の調査や設置に対する町の方針に影響が生じるもの

ではないと考えております。



＜ 再 質 問 ＞

電源立地地域対策交付金の趣旨は、発電用施設周辺地域整備法により、特別会

計に関する法律にのっとって交付されるものである。発電用施設周辺地域整備法

は、発電用施設の設置及び運転の円滑化に資することを目的とし、発電用施設と

は、原子力発電施設、水力発電施設若しくは地熱発電施設又は火力発電施設で、

政令で定める者が設置する政令で定める規模以上のもの及び原子力発電に使用さ

れる核燃料物質の再処理施設その他の原子力発電と密接な関連を有する施設で、

政令で定めるものであり、施行令では、原子力発電と密接関連を有する施設とし

て、１４項目が定められており、その中に、特定放射性廃棄物最終処分に関する

法律に規定する最終処分施設とあります。

また、特別会計に関する法律、施行令第５１条第１項第８号に、立地市町村等

における発電の用に供する施設の設置及び運転の円滑化に資する知識の普及又は

次に掲げる措置若しくは事業に要する費用に充てるため当該立地市町村等に対し

て行う交付金とある。

寿都町における特定放射性廃棄物最終処分場にかかる文献調査に伴う電源立地

地域対策交付金は、交付金の趣旨にのっとれば、最終処分場の設置の円滑化に資

することを目的として交付される、交付を受けることになるのではないか。



【答 弁】

町 長：

このたびの文献調査に伴う交付金については、設置が見込まれる市町村であ

る寿都町に対して配分され、隣々接である本町も交付対象となり、施設の設置

と設置が見込まれるとの間は、一連の流れのものではなく、区分されているも

のと捉えております。

加えて、電源立地地域対策交付金制度によるこの交付金についても、本町に

おいてこれまでも活用してきた電源立地地域対策交付金と同じ交付金制度によ

るものであり、交付金の制度上も地域振興を目的としたものであると認識して

おります。

したがいまして、最終処分場の設置の円滑化に資することを目的として交付

を受けたものではないと考えていることから、電源立地地域対策交付金につき

ましては、今後も町の施策を推進するにあたっての貴重な財源として、住民生

活の安心・安全、また教育・福祉・地域経済のために有効的に活用してまいり

たいと考えております。


